キキ カンリ シホンシュギ ノ ホンシツ : ダイ2ジ セカイ タイセン ゴ ノ ゲンダイ シホンシュギ ノ セイリツ ト ホンシツ by 古川 正紀 et al.
危機管理資本主義の本質 : 第2次世界大戦後の現代
資本主義の成立と本質
著者名(日) 古川 正紀
雑誌名 九州国際大学経営経済論集
巻 16
号 1
ページ 75-96
発行年 2009-10
URL http://id.nii.ac.jp/1265/00000148/
九州国際大学経営経済論集　第16巻第１号 （2009年10月）
―　　―75
危機管理資本主義の本質
　　 第２次世界大戦後の現代資本主義の成立と本質 　　
古　　川　　正　　紀
要　旨
　第二次世界大戦後の資本主義経済は、それまでのものとは大きく変化
し、現代資本主義と呼ばれている。近代経済学では混合経済とも呼ばれ、
またマルクス経済学では、内容に大きな幅があったが国家独占資本主義と
呼ばれることが多かった。著者は、どちらの概念にもそれぞれ難点がある
と考え、管理資本主義という概念を10年ほど前に打ち出していたが、なお
あいまいな点があった。今回、あいまいな点が明確になったので、「危機
管理資本主義」という新たに補修された概念を打ち出し、その成立条件と
基本内容（本質）をまとめてみた。危機とは、世界大戦と世界大恐慌によ
る資本主義それ自体の危機であり、戦後それを予防し管理する政府が成立
しその管理を基礎に経済成長と福祉国家を実現し国民の支持を得る（政権
を実現する）ことができるという新たな資本主義体制が誕生したと考えた。
キーワード
　管理通貨制、財政・金融政策、現代民主主義国家、福祉国家、自由主義
対管理主義
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１．序　はじめに
　2008年９月のリーマン・ブラザーズの破綻によって、世界の株価は同時的に
暴落し、アメリカを中心に世界の代表的な金融機関が、瞬く間に危機的状況に
直面した。各国政府の緊急的金融危機管理の実施によって、やがてアメリカの
金融制度も西欧の金融制度も全面的機能停止からは救済されたが、インターバ
ンク市場はしばらく機能停止状態であったと言われている。非常に短期間では
あったが、グローバル金融恐慌と呼んでも良いような事態が発生したのである。
　資本主義は、世界的には第二次世界大戦後ＩＭＦ・ＧＡＴＴを機軸にブレトン
ウッズ体制を創設し、また先進資本主義各国においては、近代経済学において混
合経済と呼ばれ、マルクス経済学において国家独占資本主義と呼ばれた新しい
政治経済体制を成立させた。この新しい政治経済体制は、より一般的には現代資
本主義と呼ばれているが、1950年代半ばから1970年頃まで、日本においては高度
経済成長期と呼ばれ、世界的には資本主義の黄金時代と呼ばれる良好な経済パ
フォーマンスを実現した。それは、緩やかなインフレを伴ったが資本主義の歴史
上かってなかった経済成長率を達成し、恐慌を消滅させ金融危機を消滅させた。
　ところが、インフレの進行が早かったアメリカでは、ＩＭＦの根幹であるド
ルの固定レート（純金１オンス＝35ドル）での金交換ができなくなり、1971年
８月15日の一方的なニクソン大統領声明によってドルの金交換を停止した。
1973年以後はＩＭＦ加盟国間の固定為替相場制度は崩壊し、外国為替市場に任
せる自由変動相場制に変化し、基本的に現在に至っている。一方、欧州のＥＵ
では、共通通貨ユーロを創設し圏内での為替市場そのものを消滅させたが、世
界経済としては、市場に任せる変動為替相場への移行とともに、戦中・戦後に
確立した金融規制の緩和が進行し、自由化・国際化が進行した。
　さらに、1979年成立のイギリスにおけるサッチャー政権、1980年成立のアメ
リカにおけるレーガン政権による新自由主義政策によって規制緩和・民営化・
社会保障や労働者保護制度の見直しによって、経済全般の変質が進行した。こ
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の傾向は、その後多かれ少なかれ世界全体へ影響を及ぼしていった。新しい自
由主義政策の強制、さらに経済のことは政府ではなく市場に任せるべきである
という市場原理主義の世界的浸透の中で1980年代から投機が大規模に復活し、
世界各地でバブルを発生させ、バブルの崩壊とともに金融危機を発生させていっ
た。その代表的なものは、1987年から1990年の日本の平成バブルとその崩壊によ
る長期の不況・金融危機であり、1997年・1998年のアジアのバブルとその崩壊に
よる金融危機・経済危機であり（この金融危機は短期間であったが世界的に波及
した）、1990年代後半から2000年のアメリカを中心にしたＩＴ株式バブルとその
崩壊であり、2000年代のアメリカの住宅バブルとその崩壊による金融危機・リー
マンショックによる短期間のグローバル金融恐慌そして深刻で長期にわたる可能
性が予測されている民間信用の収縮とそれによる世界同時不況の発生である。
　1970年代に始まる現代資本主義の変質は、「現代資本主義」そのものの終焉
を意味するのだろうか。恐慌の消滅を一つの大きな特徴としていた現代資本主
義は、グローバル金融恐慌を発生させることによって、まったく別の資本主義
（たとえば戦前の自由放任に近い資本主義）に転換したことを証明したのであ
ろうか。この問いに対するわれわれの回答を先に述べれば、1929年世界大恐慌
から1945年の世界戦争の終了までに形成され続け戦争終了後確立していった
「現代資本主義」の本質は変わっていず、「現代資本主義」の持つ２大傾向（管
理主義と自由主義、政治的には社会民主主義と自由民主主義）の一つである自
由主義が、1970年代以降の管理主義の衰退と新自由主義の進展、ＩＴ革命を軸に
知識・サービス経済化の進展、経済のグローバリゼーションの進展が重なって、
極端にまで行き着いた結果だと考えている。したがってまた、深刻な2008年世界
同時不況を克服するためには、さらに同時的に進行している地球環境問題、先進
諸国の少子化問題を乗り越えるためにも「現代資本主義」の他の傾向＝性質で
ある管理主義・社会民主主義が復活せざるを得ないし、また社会民主主義（左
派）ではないが中道左派に近いと考えられるアメリカのオバマ民主党政権や日本
の民主党政権の成立、Ｇ20の開催などその兆候が現れていると考える。
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２．現代資本主義の成立とその本質（危機管理資本主義）の２大要素
　現代資本主義は、20世紀前半の第一次世界大戦、世界大恐慌、第二次世界大
戦という人類がかって経験したことがなく、これからも経験することはないで
あろう出来事、数千万人の人の死亡（第一次大戦中の戦死者約1,000万人、第二
次大戦中の戦死者約5,000万人）を強制した出来事から、人類が脱出するため
に改革・創設した政治的・経済的諸制度によって構成されている。それを特徴
づける要素は大きく分けると二つに分類することができる。それぞれについ
て、その歴史的成立過程とその制度的特徴を簡潔に述べてみたい。
①　管理通貨制度とそれにもとずく金融・財政政策
　19世紀後半（1870年代）に先進工業資本主義諸国において成立した各国の金
本位制は、自動的に国際金本位制度を成立させ、その基礎上にイギリスの金融
街ザ・シティーを中心地にして国際＝世界信用制度であるポンド体制を成立さ
せた。この制度の本質は、貴金属商品純金を唯一市場から隔離し、固定の価格
（金平価、金による価格標準）を設定し、その代わり他のすべての商品の価格
は市場の自由な競争によって成立させることを目指したものである。自由（放
任）主義の市場経済を支える最も基礎になる制度の確立であった。言い換える
と、自由主義による市場経済も完全な放任ではなくこの金本位制のような制度
（法制化）なくしては、秩序だった均衡のとれたものにはならないということ
である。
　ところが、1914年に始まった第一次世界大戦は、金の制約から自由に軍事予
算を成立させるために金本位制を停止させ国家信用によって必要な量の紙幣を
発行させた。1918年戦争の終了とともに各国は徐々に金本位制を復活させて
いった。こうして再建国際金本位制が（1930年にやっと復活させた日本を最後
に）再建されたのである。しかし、1929年に始まったアメリカの大恐慌は、
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1931年から次々に各国の金本位制を停止させていき、ついに今日に至るまで復
活することはなかった。代わって成立し整備されていったのが、金の制約から
自由に通貨を発行できるが、通貨価値の安定を人智＝発券（中央）銀行の管理
に委ねた管理通貨制であった。こうして、各国の通貨価値は各国ごとに成立す
ることになったが、第二次大戦後発足したＩＭＦは、米ドルの対外国政府との
金兌換を条件に加盟国の通貨価値をドル価値に固定し単一為替レートにしそれ
を維持するようにした制度である。アメリカ以外の加盟国は、厳しい管理制度
（日本では外国為替管理法・外貨資金管理法）によってその単一ドルレートを
維持することを最優先の経済政策とし、そして厳しく管理した。したがって
1971年までのＩＭＦは国際的外国為替管理制度ということができるし、それを
基礎にした西側の加盟国による国際経済は国際管理経済または国際管理資本主
義ということができよう。
　各国は、管理通貨制度を成立させることによって、金の制約から自由な財政
政策・金融政策を実施することができたし、いち早く管理通貨制度に移行した
国は、いち早く世界恐慌から脱出することができた。日本の高橋是清大蔵大臣
による1931年の金本位制からの離脱は、世界に先駆けて世界恐慌（日本では昭
和恐慌）からの離脱を可能にした。一方、アメリカでは1933年の大統領選の勝
利後民主党のルーズベルトが直ちに金本位制を停止し、４年近くの大恐慌から
の脱出に成功することができたのである。恐慌（特に世界大恐慌）こそは、そ
れからの脱出の為に不可避的に金本位制を最終的に廃止させた歴史的事実であ
る。
　第一次世界大戦の直後、自由放任の終焉を主張し、同時に金本位制の停止と
管理通貨制を最初に主張したのは、イギリスのケインズであった。ケインズこ
そ自由主義万能（現代の市場原理主義に相当）に警告を発し、世界大恐慌の爆
発以前に資本主義の安定的発展のために（資本主義市場経済を前提にして）管
理主義の必要性を最初に主張したのである。第二次世界大戦後、管理通貨制を
土台にした金融・財政政策、それを中核にもつマクロ経済学をケインズ経済学
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といい、それを使った経済政策で経済成長を成功させたケインズ主義がアメリ
カを始め世界を風靡したのは当然のことであった。
　しかし、戦後まもなく中・東欧がソ連圏に入っただけでなく、アメリカが抗
日のために支援していた中華民国（国民党）が共産党に破れ台湾に亡命したこ
とは、アメリカの戦後世界政策の転換を迫り、「社会主義諸国」封じ込めの東
西冷戦構造を生み出した。それは世界中にアメリカの軍事基地を建設させ、朝
鮮戦争、ベトナム戦争を引き起こし、過剰ドルという非生産的支出を世界に放
出させた。他方、西側各国は、この過剰ドルにも支えられ、高い生産性の上昇
を実現し、その上昇の範囲内で賃金の上昇を認め、このことによる有効需要
が、社会保障制度による有効需要効果、そして戦後発達した消費者信用と相
まって耐久消費財の大量生産を支え、高い経済成長を支えた。この２点による
インフレの進行、すなわち過剰ドルによる財政インフレと、各国の賃金上昇に
よるコストインフレは、構造的なものになり、固定為替相場制の崩壊（ニクソ
ン・ショック1971年）とさらに1973年の原油価格４倍化（オイルショック）を
もたらし、その直後のインフレ鎮圧の為の金融引き締め政策が深刻な不況とイ
ンフレの同時存在＝スタグフレーションをもたらした。先進諸国ではこの不況
から現在まで、日本の一時的（1975年−1990年）なバブル（1987年−1990年）
を含んだ５％前後成長を除いて、せいぜい１％台前後（よくても２〜３％台）
の長期経済停滞状況が続いている。アメリカの1990年代後半のＩＴ株式バブル
を伴った絶好調、2002年から2006年いっぱいの住宅バブルに牽引された好調に
おいても、1960年代の高度成長に比べれば、低成長の経済だった。
　このような経済のスランプは、戦後経済を引っ張ってきたケインズ主義に対
する批判を爆発させ、イギリスで典型的に現われたように管理主義から自由主
義へ、社会民主主義から自由民主主義へ、世論を大きく転換させていった。こ
れが、「現代資本主義」の変質の基本的内容であろう。しかしこのことは、恐
慌はともかく不況や金融危機に際し、管理通貨制度にもとづくケインズ主義的
金融政策・財政政策を廃止したわけではなく、1980年代以降のバブルとバブル
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破綻後の金融危機に際し各国がそれを最後の寄り所として利用してきている。
2008年の金融危機に際しブッシュ政権もその本来の性格である反管理主義（ま
たは小さな政府）・新自由主義にもかかわらず例外ではなかったが、リーマ
ン・ブラザーズに関しては、自己責任＝自由放任の思想にもとずいて、救済せ
ず、そのことを契機にしてグローバル金融恐慌が勃発したのであった。しかし
ブッシュ政権は、この金融恐慌を目の当たりにして、急遽救済策へ反転したの
であり、そのことによって金融恐慌はそれ以上は広がらなかったのである。
②　現代民主主義（＝国民主権）国家の確立と経済活動
　②−１　 世界大戦の原因とそれがもたらしたことー民主主義の勝利と帝国主
義の「消滅」
　＜第一次世界大戦の原因と結果＞
　19世紀から20世紀初頭にかけて、西欧の先進的帝国主義諸国は、バルカン半
島と中国そしてアフリカの一部を除いて、ほぼ地球上の領土の帝国主義的分割
（被分割国の植民地化・従属国化）を終了させていた。一方、19世紀後半になっ
て、やっと絶対主義的・中央集権的統一国家を成立させたヨーロッパのドイツ
さらにロシア、そしてアジアの日本は、経済の発展とともに領土的拡張の欲求
を募らせていった。
　日本は、極東におけるロシアの南下に警戒しつつ、朝鮮半島の支配権をめ
ぐって清と衝突（1894年）し、日清戦争に勝利して台湾と事実上朝鮮半島を支
配下に置いた。さらに清の東北地方（満州）・蒙古の支配権をめぐってロシア
と衝突（1904年）し、勝利して南樺太と満州の支配権を獲得し、アジアにおけ
る最後の帝国主義的野望=領土拡張を徐々に実現させていった。
　一方、ヨーロッパでは最後に残された未開発の地＝バルカン半島の支配権を
巡って、後進帝国主義のドイツ・オーストリアとロシアは衝突した。これに他
のヨーロッパの多数の諸国がドイツかロシアについてヨーロッパを二分した世
古川正紀：危機管理資本主義の本質　　　 第２次世界大戦後の現代資本主義の成立と本質 　　
―　　―82
界戦争へ発展していった。終戦を待たずにロシアでは革命が起き、ドイツは、
ロシアについていたフランス、イギリスと戦争を継続し結局敗北した。ここで
注目したいのは、戦争勃発の直接の当事者である独・露は、ともに後進帝国主
義国であると同時に、皇帝に支配された非民主主義国であったことである。終
戦とともに両国で帝政は廃止され、ロシアは共産党独裁の社会主義国として工
業化にまい進することになり、ドイツは民主主義が大きく進んだワイマール共
和国に変身したが莫大な戦争賠償金を負わされ、経済的に不安定な国になり、
やがて世界大恐慌の中で民主主義＝普通選挙をとおして、民族主義の主張にお
いても、ベルサイユ体制の否定においても超越的なポピュリズムのヒットラー
率いるナチス（国家社会主義労働者党）が圧勝し、議会を利用して独裁体制を
確立する。しかしワイマール共和国＝民主主義政治体制の経験は、第二次大戦
後に復活し生きてくる。
　こうして世界戦争は、大量の戦死者という悲惨な結果を生むと同時に、民主
主義を大きく前進させる結果を生んだ。アメリカは途中から対独戦で参加し、
戦後の民族自決権の承認や国際連盟・ＩＬＯの設立で大きな役割をはたし、世
界の民主主義の発展に貢献した。
　ロシア帝国の崩壊によるソビエト連邦の誕生は、戦争終結を早め、また新政
府による無併合・無賠償金の原則と民族自決の原則の提唱は植民地や従属国な
どの被抑圧民族の解放を促し民主主義の発展に大きく寄与した。しかし同国
は、真の意味の民主主義、すべての国民の権利を認める民主主義ではなく、す
なわち大地主や資本家の権利は認めないが、国民の多数を占める労働者・農民
の権利を主権とする人民民主主義を主張した。しかしこのことは、人民の代表
＝共産党の主権にすり替えられ、国家防衛の名目で国民の政治的・市民的自由
は、大きく制限された。ここに、80年後に真の民主主義を求める民主主義革命
が実行された根拠がある。
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　＜第二次世界大戦の原因と結果＞
　この戦争は、ヨーロッパの独裁国家＝ナチスドイツの帝国主義的領土拡張
と、アジアにおける天皇制軍事独裁国家に変身した日本の「満・蒙は日本の生
命線」とする中国大陸への帝国主義的領土拡張さらにファシスト・イタリア独
裁国家の北アフリカへの領土的拡張が、民主主義的帝国連合（英・仏・米）と
中華民国、後にソ連の抵抗にあい、衝突し世界戦争へと拡大したものである。
第一次大戦と同じく領土拡張を求める諸帝国（日・独・伊）とそれを阻止しよ
うとする諸帝国（英・米・仏）・中国・ソ連との衝突・戦争であり、また独裁
政治体制帝国と民主主義政治体制帝国の戦争である点でも同じであり、独裁体
制国が敗れ民主主義体制国が勝利し、敗れた独裁国が民主主義政治体制に変身
した点も同じである。
　この戦争の結果は、経済的にも人命の点でも空前絶後の被害を人類に与えた
と同時に、ロシアーソ連を除くすべての列強帝国主義国が現代民主主義国に変
身することになった。またこれらの諸国が所有していた植民地・属国が戦後
次々と独立し、植民地支配・領有体制としての帝国主義は、その後20年近くの
うちにやがてこの世から消滅することになった。
　民主主義体制の勝利と近代帝国主義の事実上の終焉が、人類にもたらした第
二次世界大戦の基本的結果である。第二次大戦後、1948年ごろ確定した米ソ対
決＝冷戦構造にもとづく米軍基地の世界規模の対社会主義国包囲網は、目的が
何であれ国家権力の他国への膨張であり、現代帝国主義の出現であるという考
えもある。しかしわれわれは、これらの基地は相手国の自主的廃棄権の伴う条
約によるものであり、超法規的な国家権力の他国への進出ではないから、帝国
主義とは考えない。
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　②−２　 現代民主主義国家による経済活動の拡大（資本主義経済の相対化の
進行）
　＜福祉国家の成立と拡張＞
　いわゆる社会保障制度を装備した現代国家は、現代民主主義国家の絶対的特
徴であり、不可欠な指標＝成立条件である。しかし歴史的に見ると、その成立
は、社会政策の流れを別にすれば、いくつかの歴史的大変化に資本主義国家が
対応する中で実現していることがわかる。
　その第一は、世界大戦＝総力戦による国民統合の必要から、個人主義的、自
由主義的思想を一部修正し、国民（全国民、婦女子も含む全家族）の生活安定
の一定の国家・社会保障と引き換えに徴兵制度（兵役の大衆化）、納税制度
（納税の大衆化）を引き受けさせたと理解される。これは、ヨーロッパでは、
すでに第一次世界大戦の際に始まっているのである。
　第二に、1929年発の世界大恐慌の発生に対して主要な諸国が採用した経済対
策であり、国家による有効需要の創出、自由主義的経済活動の制限・規制、破
綻企業や重要産業の国営化などが主な対策であった。昭和恐慌に対する高橋財
政政策、ルーズベルト政権のニューディールなどの一連の政策、ドイツ・ナチ
スの公共事業（世界最初の高速道路の建設=アウトバーンが有名）等が代表的
なものであろう。これらの歴史的に新規の国家の役割＝経済活動は、民間経済
＝資本主義経済が、悲惨化＝絶望化をふかめて行くなかで、その自動的回復を
待てずに、公共事業＝公共経済で資本を救済し、同時に資本の必須条件である
労働が喪失している状態＝失業を救済することであった。こうして、失業保険
制度、完全雇用制度（失業対策の政府義務化）が政府＝国家の重要な役割＝経
済活動として定着していったのである。
　第三に、資本主義経済の発展は、1970年代のマイクロ・エレクトロニクス
（ＭＥ）革命の実現までは工業化＝労働生産性の向上＝発展化であり、軽工業
化の達成、重化学工業化の達成、そして産業全体のＭＥ化の達成であった。そ
してこれらの過程は、第一次産業人口の急速な減少、第二次産業人口の急速な
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増大の過程でもあった。第一次産業人口の急速な減少は、農業に典型的な自給
自足経済＝３世代家族生活を急速に減少させ、2世代の核家族の賃金労働者家
庭を激増させた。３世代同居の家庭であれば、労働を終了した老人の生活は、
基本的に家庭で保障された。ところが、重化学工業化を達成した国では、人口
の大部分が核家族であり、子供が成人し賃金所得者になってもその所得は、親
から独立した住宅の取得・維持や子供の教育費を満たすのが限度で、老親の生
活保障ができないだけでなく、自らが労働を終了し、定年に達した後いくばく
かの退職金を得たとしても、老人としては、基本的な収入の途をたたれ生活で
きなくなる。このような社会では、社会的年金制度が絶対的に必要である。こ
うして現在すべての先進諸国で社会的年金制度が確立しており、しかもそれは
社会保障制度の最大の支出項目になっている。さらに、ＧＤＰの30％から60％
を占める先進諸国の国家予算（社会保険を含む）＝公共経済の最大支出項目も
社会保障費が占める傾向が顕著である。
　＜政府による経済成長政策＞
　第二次世界大戦後の現代資本主義における国家=政府の経済活動の第二の特
徴は、経済成長＝経済拡張を政府の重要な政治課題として取り組んできたこと
である。その理由は次の三つと考えられる。第一の理由は、第二次大戦後成立
したＧＡＴＴ・ＷＴＯ＝自由貿易体制は、加盟諸国に他国に負けないような技
術革新を伴った設備投資を民間企業に奨励し、または保護育成する必要のある
分野は、国家資金を投じても国際競争力のある分野に育てるなど、経済を拡大
＝成長する方向で対処してきたことである。
　第二の理由は、前の項目で述べた福祉国家化に関連するが、福祉国家の確立
とその経費の拡大傾向に対処するには、税制による所得再分配を強力に進めら
れないなら、いわゆるパイの拡大が必要であり、それを実現するために民間企
業に拡大=成長を促す利益誘導政策を優先的に実施してきたことである。
　第三の理由は、以上の理由を実現するためにも、資本主義の自動的な運動法
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則である景気循環を放任しておくことはできず、反循環政策＝不況を小さくし
好況を大きくする政策を実行し、また1980年代以降金融自由化・国際化の進展
の中で資産バブル＝金融投機は好況をともなうので放任し、バブル崩壊による
金融危機には、膨大な公的資金を投じて危機拡大を阻止せざるを得ないことで
ある。
　＜軍事経費の拡大と社会保障経費の拡大との衝突＞
　アメリカは、第二次世界大戦後も米ソ冷戦構造の成立によって、軍事体制を
解消することはせず、代理戦争（相手が直接ソ連や中国ではなく北朝鮮や北ベ
トナム・南ベトナム解放戦線）だったにもかかわらず、莫大な国家予算を支出
した。ベトナム戦争に要した費用は、ある計算によれば第二次大戦のそれを上
回ったといわれている。1989年以降のソ連圏の崩壊＝冷戦構造の消滅と1990年
代の好況=税収増によって、平和の配当を享受しクリントン民主党政権は、や
がて予算の均衡化＝赤字解消を実現した。しかし共和党が議会の多数を握って
いたため民間保険業界の反対を支持する共和党の反対にあって、念願の健康保
険の社会保険化を実現することができなかった。クリントンの後を継いだブッ
シュ共和党政権は、反米テロの情報を得ていたにもかかわらず（現在まだ確証
はないが）９．11テロを防止できず、対アルカイダ（アフガン）戦争、さらに
は正当で確実な理由がなく国連の賛成も得られないままイラク戦争を開始し、
軍事経費拡大の途を選択した。これらのブッシュの戦争は、ＩＴバブル崩壊後
のアメリカの金融危機・経済危機に対する有効需要（戦争特需）政策だったと
いう意見もある。しかしこれは、双子の赤字構造の下で無理な選択であって、
国民は次の選挙ではイラク戦争廃止の民主党政権を選択した。
　＜資本主義市場経済の相対的減少の歴史的意味＞
　以上見てきた諸理由によって、1945年以降国民経済の総支出に占める市場経
済の割合が相対的に減少し、公共経済の割合が増大してきた。1979年以降の新
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自由主義・市場原理主義の流行による「小さな政府」支持政府の優勢な政治経
済状況が2008年の世界的金融危機の勃発まで世界的に続いたが、政府の規模は、
多少の変化はあっても基本的には小さくならなかった。「資本主義経済の相対的
減少」が示す現代資本主義の本質は、新自由主義の流行にもかかわらず基本的
には「変質」していないのである。しかし1973年を境に、金融の自由化が進み、
戦後それまでなかった投機が大規模に発生し、バブルと金融危機を繰り返すよ
うになったことが示す「変質」の事実も間違いのないところである。この間の
問題は、別稿「現代資本主義の「変質」とグローバル金融恐慌」で検討する。
３．現代民主主義国家における２大政治思想と経済政策
　２の②によって、現代資本主義の国家である現代民主主義国家が、重要な経
済活動をしていることを明らかにしたが、その経済活動は次に述べる２大政治
思想にもとずく経済政策によって大きく異なる内容になる。しかし現実の政治
による経済政策の実施は、中間的・中道的内容のものが多い。それは、異なる
２大政治思想にもとずく政党そのものが中間的性格を帯びている場合（日本に
おける中道右派の自由民主党も中道左派の民主党も中道という意味では共通基
盤をもつのでその典型）、あるいは比較的党派的色彩がはっきりしている２大
政党の総選挙の得票がほぼ同数で大連立を組む場合（現在＝2009年ドイツのキ
リスト教民主同盟と社会民主党との連立政権がその典型）などがある。
　＜自由民主主義と社会民主主義＞
　現代民主主義国家における政治思想は、原理的にいって、民主主義という共
通基盤のうえに自由主義・個人主義に優先的価値をおく自由民主主義（右派）
と、社会の安定・社会問題の解決に優先的価値をおき広義の社会主義をめざす
民主主義＝社会民主主義（左派）の左右両派が存在する。近代社会と資本主義
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経済は、フランス革命の目標「自由・平等・博愛」に表されているように、そ
れまでの固定的な身分制の伝統社会を変革し、１人の人間としての生まれなが
らの平等（福沢諭吉によれば、天は人の上に人をつくらず、人の下に人をつく
らず）の基礎の上に個人の自由をほぼ無条件的に認めることによって成立した
ものである。ベンチャービジネス・起業の自由。結社の自由。人生（職業・結
婚・宗教・文化）選択の自由。こうして近代社会は歴史的にも論理的にも自由
主義的民主主義によって誕生し成長したといえよう。
　しかし資本主義経済の発展によって、人口の大多数を占めていた農民（自給
自足生活者）が、伝統的身分社会から脱出し大量に賃金労働者に変化すること
によって、新しい大きな階級が形成されることになった。この階級を中心にし
て社会の無産者が、生活の向上を目指して政治結社をつくり、政治的権利（最
終的に普通選挙権）を要求するのは当然の成り行きであった。国民議会の多数
を占めていた有資産階級が、先述の国民統合の必要から、無産者階級に納税義
務を受容させるとともに政治的権利を与えることになった。こうして無産者階
級を中心に社会主義（社会民主主義）政治結社が形成されることになった。し
かしながら選挙権を与えられる前と後とでは、社会主義の内容がまったく違う
ことに注意しなければならない。選挙権のないときの社会主義は、マルクスの
プロレタリア独裁論に表現されているように、資本家や大地主の資産家には搾
取階級であるから正統な民主主義の権利を認めない人民（だけの、したがって
人民独裁の）民主主義にもとずく社会主義であった。
　一方、普通選挙権を獲得した後の社会主義は、現代民主主義（国民主権）を
基礎にしたものであるから、人民民主主義のような例外規定は存在しない。と
いうことは、資本家も大地主もその他の資産家も、その存在とその民主主義的
権利を認めた上での社会主義であるから、資本家の企業活動も、大地主の不動
産経営も、資産家の金融投資も認めた上での、いいかえれば、資本主義経済を
認めた上での社会主義（広義の社会主義）であり、社会民主主義である。社会
民主主義の経済政策の核心は、税制による国民所得の再分配であり、それを具
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体化した社会保障制度であるといえよう。ケインズによる自由放任主義の放棄
と、金本位制の停止による管理通貨制度の創設を条件にして可能になる有効需
要政策は、失業救済であると同時に、企業の救済でもあるから、中立的な政策
（社会民主主義の目的にもかない自由民主主義の目的にもかなう）であるとい
えよう。アメリカ民主党のルーズベルト政権によるニューディール政策も同じ
理由で中立的な政策といえよう。
　西欧諸国では、20世紀に入ってから1945年までの２つの世界大戦と世界大恐
慌を経る中で、②−２で述べたように資本主義の変化＝修正を認め、国民統合
の必要の中で当時の政権＝自由民主主義政党が弱者や労働者の人権や政党を認
める中で社会民主主義を社会に受け入れたのである。（イギリスでは、それよ
り早く1906年に労働代表委員会を労働党に改称し、1924年にはマクドナルド労
働党内閣を成立させている。）そして戦後現在に至るまでこの2大政治思想・政
党が比較的鮮明に存在し政権交代を繰り返している。
　一方、アメリカでは、古代・中世などの固定した身分制・階級制の伝統的な
社会を経ずに、直接的に個人主義的自由主義的民主主義社会を形成できたの
で、支配的なものは民主主義政治思想しかなかった。しかし1932年選挙で
「ローズベルトが当選したことは、その選挙でかれに投票した低所得層と民主
党との結びつきを確固不動なものとした」といわれている。大恐慌で大量に発
生した失業者（最高で25％といわれる）や市場を失った農民などの弱者の救済
を実行し社会保障制度を創った民主党は、社会民主主義ではないが、純粋な自
己責任を強調する個人主義的な自由民主主義でもなく、労働者、黒人、ユダヤ
人などの支持を受ける中道左派党の新しいイメージを形成し、共和党は裕福な
人、保守的な人の支持を受けながら既成の社会保障制度も否定しない自由主義
色の強い中道右派党のイメージを形成し、緩やかな左右両派の2大政党の国家
になっている。
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４．現代資本主義の本質＝危機管理資本主義
　＜混合経済と国家独占資本主義：両概念の難点＞
　以上述べてきた現代資本主義の本質を表現する概念として適切なものとして
「危機管理資本主義」を使用したい。第二次世界大戦後の資本主義については、
これまでケインズ学派等からは「混合経済」、マルクス経済学派からは「国家
独占資本主義」という概念が提起され種々論争もあった。しかしわれわれとし
ては、混合経済概念では、ことの本質の一面を一言で表現しているが、経済の
主軸が資本主義市場経済であって、市場と計画（政府の管理）の単なる混合で
はないことが、不明瞭になると考えるので採用できない。
　国家独占資本主義（国独資）論については、まず全般的危機＝体制の危機を
その成立根拠とする理論は、現代民主主義（国民主権）の下では、人民民主主
義は原理的に否定され、社会主義的改良や改革はあっても資本（私企業）の私
有を否定し国有を主張する社会主義革命＝体制転覆の危機はありえないので、
理論として成り立たない。北原勇氏の国独資論は、現代資本主義の諸産業分野
が独占的大企業（さらに1980年代以降ではグローバルな意味で）によって構成
されていること、諸産業・諸企業の上に国家が君臨しながらそれが主に独占資
本の利益のために存在するという趣旨である。すなわち現代資本主義が独占資
本に支配された経済であることと、国家資本主義的であることの2面から構成
されている。前者についての主張は、現代の国民経済の6割から7割が個人所
得・個人消費によって成り立っており個人消費の動向が経済を動かす最大の要
因であることによって、全面的には賛成できない。後者の主張については、国
家の経済的役割が、おもに独占資本に支配されるとは限らないと考えるので採
用できない。社会民主主義的政権が成立すれば、独占資本の意向＝利益に反す
る税制を立法し、所得の再分配を実施し環境税や為替取引税（トービン税）を
創設することも、一部企業を民営から国営にすることもできるからである。
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　＜自由放任主義に対比される概念として管理資本主義＞
　イギリスを例に取れば、近代社会の創生期には、貴族・地主階級が多数を占
める議会・政府による重商主義に対して、アダム・スミスに代表される自由主
義者が自由放任主義を主張（「国富論」1776年）して、新興商工業者（ブルジョ
ワ・市民階級）による資本主義市場経済の自由な自律的発展こそ、国富を増大
させる最良の方法だと主張した。特定の貿易業者や商工業者そして大地主など
に保護的に特権を与えて育成するより、業者間で自由に競争させるに任せる方
が、互いに切磋琢磨して仕事に励むと考えたのである。保護主義・特権主義の
縮小、自由放任主義の拡大の中で、産業革命が進行し、新しい企業家・資本家
が勃興し、富を蓄積し、納税者になり、選挙権・被選挙権を獲得し、19世紀半
ばには国会で貴族・地主階級と議席が拮抗し凌駕することになった。そして
1846年、貴族・地主階級の利益に直結する保護主義の穀物法を廃止し自由貿易
政策を実現した。こうして、資本主義経済を世界で最初に確立したイギリスで
は、自由放任主義こそ資本主義経済の発展にとって最良の経済思想・経済政策
であることが歴史的に証明されたのである。
　しかし、自由主義・放任主義も完全なものは、確立できなかった。ひとつ
は、貨幣法の制定であり金商品を貨幣にすることによって金の自由価格を停止
した。さらに、資本家の膨張欲から労働者（不可欠な生産要素）を防衛するた
めに、労働時間の制限や婦女子の就業の制限を工場法などの制定によって実行
せねばならなかった。
　19世紀後期には、世界に拡大した植民地を維持し更に拡大するために、軍事
費と植民地経営費の膨張（帝国主義の拡大による経費膨張）を必要とし、自由
主義の看板である「小さな政府」を返上せねばならなかった。また、資本の自
由競争の中から自然に巨大企業が形成され、自由競争を公正な経済社会の秩序
原理として掲げ（その何よりの証拠は独占禁止法の成立）ながらも、資本主義
の基本的な性格はいわゆる独占資本主義へ変質した。しかしこれらは、自由主
義が社会における絶対的な価値であることを否定するものではなく、独占禁止
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法に違反するものでない限り、巨大企業の寡占的競争や無数に存在する中小零
細企業の競争として広義の自由競争概念がこれらを補完し包摂するものであった。
　ところが1914年に始まった世界大戦に伴う金本位制の停止とそれによって可能
になった軍事経費の巨大膨張は、次元を異にする内容のものであり、国家社会
の要望（例えば帝国主義戦争あるいはそのための国民統合）に従う自由主義の
大幅な制限と戦時統制経済によって資本主義経済を政府の管理下におくもので
あった。この場合の戦時資本主義を戦時国家独占資本主義と呼ぶのは妥当であ
ろう。1918年の終戦とともに戦時経済管理体制は解除されたが、完全に旧体制＝
古典的な自由主義と帝国主義の体制に復帰したわけではなく、1924年マクドナル
ド労働党内閣の成立に示されているように、社会民主主義が権力の座に着き、自
由主義や帝国主義と妥協しながらその政策を実行することになった。自由主義も
現代民主主義（国民主権）という絶対的政治制度の下の社会民主主義と相対的
に比較され選択される相対的な政治経済思想＝政策に地位を下げたのである。
　＜危機管理資本主義概念の根拠＞
　それでは、このような政治経済思想の相対化＝国民的統合による中立化を管
理主義といい、そのもとでの資本主義を管理資本主義といえる根拠は何であろ
うか。現代民主主義（国民主権）が否定されていた諸国、たとえば第一次世界
大戦時の帝政ドイツ、帝政ロシア、第二次大戦時のナチス・ドイツ、天皇制軍
事独裁国家・日本、ソ連、あるいは現代でも現代民主主義を備えていない諸国
（中国、その他独裁的政権の諸国）などの場合は、政府＝国家は、国民からも
経済からも独立した絶対的な権力であり、たとえば資本主義経済をその国家目
的のために絶対的に支配し統制できた。資本主義の定義でいえば、国家独裁資
本主義、広義の国家資本主義といえよう。
　これに対し、現代民主主義を備えた資本主義では、政府＝国家は、選挙のた
びに政権交代の可能性を持っており、絶対的・独裁的政権ではない。選挙に勝
つためには、国民多数の要求に従わざるを得ない。国民多数の共通する要求
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は、生活の持続可能な安定であり、政府＝国家は、どのような政権になろうと
も、経済も社会もこの国民の要求に可能な限り適合するように管理＝運用しな
ければならない。このような場合の政府と資本（私企業）と国民（個人消費
者）の関係を定義ずけるとすれば、中立的な管理資本主義、もっと厳密に定義
すれば、危機管理資本主義が適当ではないかと考えられる。この場合の危機
は、国独資論で使用され第一次世界大戦終了時の帝政ロシアや帝政ドイツでは
現実的であった体制転覆の意味を持った全般的危機ではなく、資本主義を前提
にしたうえでの社会的危機・経済的危機である。世界大戦や世界大恐慌という
管理主義の発生史で確認すれば、危機とは戦争であり恐慌であった。それに対
応するには、中立的な国民統合の思想・国民のための国家管理が必要であっ
た。第二次世界大戦後に成立した現代資本主義の最大の管理目標は、恐慌の予
防管理であり、世界戦争の予防管理であった。
　21世紀を迎えた現在、危機管理の目標の具体的に代表的なものを列挙すると
次のようなものが考えられる。
⑴ 　金融危機におけるシステミック・リスクや不況による失業・企業倒産の
増大による社会的・経済的危機。
⑵ 　ここ20年に顕著になった非正規社員の急増による格差社会の急速な進行。
⑶ 　経済の低成長、さらに人口減少の進行に伴なって確実に予想されるゼロ
成長・マイナス成長に伴う社会保障制度の危機。
⑷　現在進行中の温暖化や廃棄物の過剰等による地球環境破壊拡大の危機。
⑸　非民主主義国家の政治的・軍事的暴走の危機。
⑹　発展途上諸国における人口急増の危機。
⑺ 　これらの危機の発現に対処したり、予防したりするために必要であった
緒経費を国家＝政府の信用（国家債務＝後払い）によって処置してきたた
めに各国に累積しさらに拡大している膨大な財政の累積赤字の危機。
　これらは押しなべて中立的な、かつ全人類的な危機である。
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　国民主権に基づく普通選挙の結果が、左派（社会民主主義政党）、左派に親
和的な中道（現在の日本の民主党やアメリカの民主党は幅があるがこの立場に
近いと考えられる）、右派（保守党、自由民主主義政党）、右派に親和的な中道
（日本の自由民主党やアメリカの共和党は幅があるがこの立場に近いと考えら
れる）、あるいは中道派、宗教的政党などのどの政党、または、政党の連立が
政府=政権を握っても、そのマニフェストに先の全国民的、さらには全人類的
危機に対する管理思想、管理体制を掲げざるを得ない。
　ここで右派、左派の違いは、前近代社会のような固定的な身分制による支配
的・統治的階級が前者で被支配的・被統治的階級が後者という明確な相違では
ない。すなわち民主主義の下で一定の流動性を持ちながら、社会の上層階級と
下層階級の分離を反映する。右派（自由民主主義支持派）は、資産家、経営
者、自営業で高所得者、高級官僚、以上の立場の人々の予備軍やその家族、そ
して一般的現状維持者などであろう。右派的政党やその支持者も先述の国民的
危機、全人類的危機に無関心ではいられないし、危機管理、危機回避や危機解
消の政策の推進を進めるが、自己の高額所得から危機管理経費を大きく差し引
かれることに反対し、そのため危機管理政策には消極的になる傾向がある。
　一方、左派（社会民主主義支持派）は、右派の反対の極で無産者、労働者、
自営業で低所得者、下層公務員、以上の立場の人々の予備軍、それらの家族、
そして現状改革意識の高い者であろう。これらの階層または社会改革意識の高
い人は、危機管理政策やその体制に対して積極的である。これらの階層の者は
低所得者で、自らの所得では社会的・経済的危機に対して自己防衛が充分にで
きず、社会的改革・改善、社会的危機管理体制を強く望み必要としている。と
はいえ、現実の先進諸国をはじめとする現代民主主義諸国では、中間層の人が
一定の割合を占め、その動向が選挙の結果を左右しがちだといわれている。
　左派であれ、右派であれ、危機管理諸経費を捻出するために国民所得の可能
な増大には反対できない。国民所得を増大するために、最大の方法である技術
革新、生産性の上昇、新産業・新商品の開発を最も効率的に実現できる経済体
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制は、ソ連共産党＝高級官僚による独裁的なソ連型社会主義の失敗＝消滅を経
験した後で、現在考えられる現実的なものは資本主義的なものであることは多
数が一致するところであろう。現在、最大の経済成長を誇っている中国経済
も、憲法では、社会主義市場経済と規定されているように、一種の市場経済、
または資本主義経済であり、共産党の一党独裁の国家＝政府であることからい
えば、国家独裁資本主義（国家資本主義の一種）といえよう。とにかく中国経
済の高い成長も、その他のブラジル、インド、ロシア等の新興諸国の高い経済
パフォーマンスも、これらの諸国の政府が資本主義市場経済を採用しているこ
とによって実現されている。
　以上の諸理由から、先述した様々な危機に対処し、打ち勝っていくにために
必要な莫大な諸経費を捻出するためには、各国政府は、左派が政権を取ろうと
も、右派が政権を取ろうとも、あるいは中道派が政権を取ろうとも、資本主義
経済の長所＝効率的な経済成果の実現を使用し、またそれに依存せざるを得な
いであろう。その上で、左派と右派の相違は、左派が社会的・人類的・地球的
危機管理にはより積極的であり、危機管理経費の負担にやぶさかではないが、
低所得ゆえの限界があるから、より多くの負担を経済的に余裕のある高所得者
に求めることであろう。一言で言えば、政府による危機管理のための国民所得
の再分配の実施であり、古典的な労働者と資本家の階級的対立が、現代資本主
義では、各個別または国民経済規模の労使交渉だけでなくこのように政府の政
策レベルで大きく表れるということであろう。
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